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連結注記表
　

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の状況

① 連結子会社の数 92社

② 主要な連結子会社の名称 株式会社セブン-イレブン・ジャパン

セブン-イレブン，Ｉｎｃ．

株式会社イトーヨーカ堂

株式会社ヨークベニマル 

株式会社そごう・西武

株式会社セブン＆アイ・フードシステムズ

株式会社セブン銀行

以下の７社を新たに連結子会社といたしました。

設立：

　

　

　

　

株式取得：

　

　

株式会社ＳＥＪアセットマネジメント＆インベストメント

セブン-イレブン天津有限公司

イトーヨーカ堂（中国）投資有限公司

株式会社セブンファーム東海

株式会社セブンファーム東京　

フィナンシャル　コンサルティング＆トレーディング　インターナショ

ナル，Ｉｎｃ．

ハンディーマーツ，Ｉｎｃ．　
以下の２社を連結から除外いたしました。　　

解散：　

　

株式会社ヨークインシュアランス

株式会社セブンインターネットラボ　

　

解散した理由　

株式会社ヨークインシュアランスは、平成24年３月１日付で当社の連

結子会社である株式会社セブン・フィナンシャルサービスを存続会社と

する吸収合併により解散しております。また、株式会社セブンインター

ネットラボは、平成24年10月１日付で当社の連結子会社である株式会社

セブンネットショッピングを存続会社とする吸収合併により解散してお

ります。　

(2) 非連結子会社の状況

① 主要な非連結子会社の名称 セブン-イレブン Ｌｉｍｉｔｅｄ.

② 連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持

分に見合う額）等はいずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。
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２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社および関連会社の状況

① 持分法を適用した非連結子会社の数 ０社

② 持分法を適用した関連会社の数　

　 主要な会社等の名称　

20社

プライムデリカ株式会社　

　 ぴあ株式会社　

以下を新たに持分法適用会社といたしました。

設立： 山東衆邸便利生活有限公司

(2) 持分法を適用していない非連結子会社および関連会社の状況

① 主要な会社等の名称 セブン-イレブン Ｌｉｍｉｔｅｄ.

② 持分法を適用していない理由

持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等が連結計

算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しており

ます。

(3) 持分法適用手続きに関する特記事項

① 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、当該会社の事業年度に係る計算書

類を使用しております。

② 債務超過会社に対する持分額は、当該会社に対する貸付金を考慮して、貸付金の一部を消去しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結計算書類作成にあたり、12月31日が決算日の連結子会社は、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

３月31日が決算日の連結子会社は、連結決算日現在で実施した正規の決算に準ずる合理的な手続きによって

作成された計算書類を使用しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

① 有価証券の評価基準および評価方法

満期保有目的の債券 　償却原価法（定額法）によっております。

その他有価証券  
時価のあるもの 　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。

時価のないもの 　主として移動平均法による原価法によっております。

② デリバティブの評価基準および評価方法

デリバティブ 　時価法によっております。

③ たな卸資産の評価基準および評価方法

商品

　

　

貯蔵品

　国内連結子会社は主として売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を、また、在外連結子会社は

主として先入先出法（ガソリンは総平均法）を採用しております。

　主として最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）によっております。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

　（リース資産を除く）　

　当社および国内連結子会社（百貨店事業を除く）は定率法により、百貨店事

業は主として定額法により、在外連結子会社は定額法によっております。

② 無形固定資産

　（リース資産を除く）　

　国内連結子会社は定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウェ

アについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。

③ リース資産

　　　　

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産　

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が

平成21年２月28日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。　

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。

② 販売促進引当金 　販売促進を目的とするポイントカード制度に基づき、顧客へ付与したポイン

トの利用に備えるため当連結会計年度末において、将来利用されると見込まれ

る額を計上しております。

③ 商品券回収損引当金 　一部の連結子会社が発行している商品券の未回収分について、一定期間経過

後収益に計上したものに対する将来の回収に備えるため、過去の実績に基づく

将来の回収見込額を計上しております。

④ 賞与引当金 　従業員に対する賞与支給のため、支給見込額基準による算出額を計上してお

ります。

⑤ 役員賞与引当金　 　役員に対する賞与支給のため、支給見込額を計上しております。

⑥ 災害損失引当金　 　東日本大震災により被害を受けた建物、設備等の原状回復に要する費用等に

備えるため、当連結会計年度末における当該見積額を計上しております。

⑦ 退職給付引当金

　（前払年金費用）

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に基づき計上しております。当連結会計年度末について

は、年金資産見込額が退職給付債務見込額に未認識数理計算上の差異を加減し

た額を超過しているため、超過額を前払年金費用に計上しております。また、

一部の国内連結子会社および米国連結子会社においては退職給付引当金を計上

しております。

　 　なお、数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による定額法により翌連結会計年度から償却処理

をすることとしております。また、過去勤務債務については、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年または10年）による定額法に

より費用処理しております。　
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⑧ 役員退職慰労引当金 　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づいて算定した期末要支給

額を計上しております。

  なお、当社および一部の連結子会社は、役員退職慰労引当金制度を廃止し、

一部の連結子会社は退任時に支給することとしております。

(4) 重要なヘッジ会計の方法　

① ヘッジ会計の方法 　原則として、繰延ヘッジ処理によっております。特例処理の要件を満たして

いる金利スワップは特例処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段･･･････････ 金利スワップ

ヘッジ対象･･･････････ 借入金

③ ヘッジ方針 　金利等の相場変動リスクの軽減、資金調達コストの低減、または、将来のキ

ャッシュ・フローを最適化するためにデリバティブ取引を行っております。短

期的な売買差益の獲得や投機を目的とするデリバティブ取引は行わない方針で

あります。

④ ヘッジ有効性評価の方法 　ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段の相場変動を四半期毎に比較し、両者の

変動額を基礎にして、ヘッジの有効性を評価することとしております。特例処

理によっているスワップは、有効性の判定を省略しております。

(5) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

① 繰延資産の処理方法　　　　　

　 創立費　

　

　５年間（定額）で償却しております。ただし、金額的に重要性がない場合は、

支出時に費用として計上しております。　

　 開業費　

　

　５年間（定額）で償却しております。ただし、金額的に重要性がない場合は、

支出時に費用として計上しております。　

② のれんおよび負ののれんの償却に関する事項　

のれんおよび平成23年２月28日以前に発生した負ののれんについては、主として20年間で均等償却してお

ります。また、金額が僅少な場合には、発生時にその全額を償却しております。

平成23年３月１日以降に発生した負ののれんについては、当該負ののれんが生じた連結会計年度の利益と

して処理をしております。

　なお、持分法の適用にあたり、発生した投資差額についても、上記と同様の方法を採用しております。

③ 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。

  在外子会社等の資産および負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益および費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部の少数株主持分および為替換算調整勘定に含めておりま

す。

④ コンビニエンスストア事業におけるフランチャイズに係る会計処理

株式会社セブン-イレブン・ジャパンおよび米国連結子会社のセブン-イレブン，Ｉｎｃ．は、フランチャ

イジーからのチャージ収入を営業収入として認識しております。　
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⑤ 消費税等の会計処理方法

当社および国内連結子会社は、消費税等の会計処理について税抜方式を採用しております。北米の連結子

会社は、売上税について売上高に含める会計処理を採用しております。

⑥ 連結納税制度の適用

当社および一部の国内連結子会社は、当連結会計年度より連結納税制度を適用しております。　

　

会計方針の変更に関する注記

（減価償却方法の変更）

当社および国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これにより、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益はそれぞれ2,746百万

円増加しております。

　

追加情報

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）および「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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連結貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産および担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

建物及び構築物

土地

投資有価証券

長期差入保証金

2,703百万円

14,237百万円

89,348百万円

3,805百万円

合計 110,094百万円

(2) 担保に係る債務

短期借入金

長期借入金

（１年以内返済予定額を含む）

長期預り金

その他

3,400百万円

14,292百万円

104百万円

663百万円

　この他、建物454百万円と土地1,368百万円を関連会社の借入金3,343百万円の担保に供しております。

　また、為替決済取引の担保として投資有価証券7,302百万円、宅地建物取引業に伴う供託として投資有

価証券19百万円、保証金35百万円、割賦販売法に基づく供託として保証金1,335百万円を差し入れており

ます。

　その他、資金決済に関する法律等に基づき、投資有価証券421百万円、保証金788百万円を担保に供して

おります。

２．有形固定資産の減価償却累計額 1,399,750百万円

３．偶発債務

従業員の金融機関からの借入金に対する債務保証は273百万円であります。

４．貸出コミットメント

株式会社セブン・カードサービスおよび株式会社セブンＣＳカードサービスは、クレジットカード業務に

附帯するキャッシング業務等を行っております。当該業務における貸出コミットメントに係る貸出未実行残

高は次のとおりであります。

貸出コミットメント総額

貸出実行残高

1,007,587百万円

28,041百万円

差引額 979,546百万円

なお、上記差引額の多くは、融資実行されずに終了されるものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも両社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。また、顧客の信用状況の変化、

その他相当の事由がある場合には、両社は融資の中止または利用限度額の減額をすることができます。

５．その他

株式会社セブン銀行の所有する国債について

　当社の連結子会社である株式会社セブン銀行は、為替決済取引や日本銀行当座貸越取引の担保目的で国

債を所有しております。これらの国債は償還期間が１年内ではありますが、実質的に拘束性があるため連

結貸借対照表上では、投資有価証券に含めて表示しております。　
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連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首
の株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
の株式数（千株）

普通株式 886,441 － － 886,441

２．自己株式の数に関する事項　

株式の種類
当連結会計年度期首
の株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
の株式数（千株）

普通株式 2,935 5 33 2,907

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加５千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　　　２．普通株式の自己株式の株式数の減少33千株は、ストック・オプションの行使による減少33千株および単

元未満株式の売渡しによる減少０千株であります。

３．剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額等

決　　議
株式の
種　類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

 平成24年５月24日

定時株主総会
普通株式 29,156 33円00銭 平成24年２月29日 平成24年５月25日

 平成24年10月４日

取締役会
普通株式 27,390 31円00銭 平成24年８月31日 平成24年11月15日

 計 　 56,546 　 　 　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　平成25年５月23日開催予定の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案し

ております。

① 配当金の総額 29,157百万円

② １株当たり配当額 33円00銭

③ 基準日 平成25年２月28日

④ 効力発生日 平成25年５月24日

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。　
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４．当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

区　　分 新株予約権の内容
新株予約権の目的
となる株式の種類

新株予約権の目的
となる株式の数

当　　社

第 １ 回 新 株 予 約 権 普 通 株 式 　15,900株

第 ２ 回 新 株 予 約 権 普 通 株 式 　60,400株

第 ３ 回 新 株 予 約 権 普 通 株 式 　24,000株

第 ４ 回 新 株 予 約 権 普 通 株 式 　91,100株

第 ５ 回 新 株 予 約 権 普 通 株 式 　21,100株

第 ６ 回 新 株 予 約 権 普 通 株 式 　86,400株

第 ７ 回 新 株 予 約 権 普 通 株 式 　25,900株

第 ８ 回 新 株 予 約 権 普 通 株 式 　118,400株

第 ９ 回 新 株 予 約 権 普 通 株 式 　27,000株

第 1 0 回 新 株 予 約 権 普 通 株 式 　124,700株

連結子会社

（株式会社セブン銀行）

第１回－①新株予約権 普 通 株 式 　157,000株

第１回－②新株予約権 普 通 株 式 　7,000株

第２回－①新株予約権 普 通 株 式 　171,000株

第２回－②新株予約権 普 通 株 式 　23,000株

第３回－①新株予約権 普 通 株 式 　423,000株

第３回－②新株予約権 普 通 株 式 　25,000株

第４回－①新株予約権 普 通 株 式 　440,000株

第４回－②新株予約権 普 通 株 式 　104,000株

第５回－①新株予約権 普 通 株 式 　363,000株

第５回－②新株予約権 普 通 株 式 　77,000株
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、余剰資金の運用については、安全性・流動性・効率性を重視し、高格付けの銀行預金等

での短期運用（１年以内）に限定し、資金調達については、銀行借入と社債発行を中心に調達しております。

当社グループでは、「リスク管理の基本規程」においてリスク種類ごとの統括部署および統合的リスク管

理の統括部署を定め、リスク管理を実施しております。

受取手形及び売掛金、差入保証金の信用リスクについては、相手先の信用度の継続的なモニタリングに努

めるとともに、受取手形及び売掛金については取引先ごとの期日管理および残高管理を行うことにより、リ

スク低減を図っております。また、有価証券は主として譲渡性預金ですが、投資有価証券は主に株式や国債

等であり、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握するとともに、取引先企業との関係を勘案して保有状

況を継続的に見直しております。　

外貨建の支払手形及び買掛金の一部については、為替予約取引による為替変動リスクの低減を図っており

ます。また、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達を、長期借入金および社債は主に設備投資に係る資

金調達を目的としたものであり、これらに関しては資産負債の総合管理（ＡＬＭに基づく管理）を行ってお

ります。また、変動金利の長期借入金の一部については、金利スワップ取引による金利変動リスクの低減を

図っております。なお、デリバティブ取引については、為替変動リスクおよび金利変動リスクの回避または

将来の金利支払のキャッシュ・フローを最適化するために行っており、短期的な売買差益の獲得や投機を目

的とする取引は行わない方針であります。　
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成25年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、重要性の乏しいものについては注記を省略しております。また、時価を把握することが極め

て困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注）２．参照）

　
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 現金及び預金 710,968 710,968 －

(2) 受取手形及び売掛金 285,817 　 　

貸倒引当金　※１ △2,610 　 　

　 283,206 286,362 3,155

(3) 有価証券および投資有価証券 240,782 242,172 1,389

(4) 長期差入保証金　※２ 297,819 　 　

貸倒引当金　※３ △848 　 　

　 296,971 295,323 △1,647

資産計 1,531,928 1,534,826 2,897

(1) 支払手形及び買掛金 328,800 328,800 －

(2) 銀行業における預金 325,444 326,043 598

(3) 社債　※４ 293,982 303,085 9,102

(4) 長期借入金　※５ 406,751 412,289 5,537

(5) 長期預り金　※６ 21,754 19,842 △1,911

負債計 1,376,733 1,390,060 13,326

デリバティブ取引　※７ 598 598 －

※１．受取手形及び売掛金に係る貸倒引当金を控除しております。

※２．一年内返還予定の長期差入保証金を含めております。

※３．長期差入保証金に係る貸倒引当金を控除しております。

※４．一年内償還予定の社債を含めております。

※５．一年内返済予定の長期借入金を含めております。

※６．一年内返還予定の長期預り金を含めております。

※７．デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては、(　)で表示しております。　
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（注）１．金融商品の時価の算定方法ならびにデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(2) 受取手形及び売掛金　

受取手形及び売掛金のうち、短期間で決済されるものは、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当

該帳簿価額によっております。また決済が長期にわたるものの時価は、将来キャッシュ・フローを

残存期間、および信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(3) 有価証券および投資有価証券　

これらの時価については、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金

融機関から提示された価格によっております。また、譲渡性預金等は、短期間で決済されるため、

時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(4) 長期差入保証金　

長期差入保証金の時価については、回収可能性を反映した将来キャッシュ・フローを残存期間に対

応する国債の利回り等で割り引いた現在価値により算定しております。

負債

(1) 支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(2) 銀行業における預金

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしており

ます。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引

いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用

いております。なお、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額を時価としております。

(3) 社債

社債の時価については、市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場価格のないものは、元利金

の合計額を当該社債の残存期間および信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定

しております。

(4) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。

(5) 長期預り金

長期預り金の時価については、将来キャッシュ・フローを残存期間に対応する国債の利回り等で割

り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。ただし、金利スワップの特例

処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時

価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。　



2013/04/18 22:18:37 ／ 13915324_株式会社セブン＆アイ・ホールディングス_招集通知

連結注記表

－ 12 －

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
連結貸借対照表計上額

（百万円）

投資有価証券　※１　 　

非上場株式　 　14,013

関連会社株式　 　17,733

その他　 　951

長期差入保証金　※２　 　122,275

長期預り金　※２　 　37,120

※１．これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることができず、

時価を把握することが極めて困難と認められるため、資産「(3) 有価証券および投資有価証券」

には含めておりません。

※２．これらについては、償還予定が合理的に見積もることができず、時価を把握することが極めて困

難と認められるため、資産「(4) 長期差入保証金」および負債「(5) 長期預り金」には含めてお

りません。

　

賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため注記を省略しております。

　

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 2,140円45銭

２．１株当たり当期純利益 156円26銭

　

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

　　

その他の注記

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表に記載の金額等は、表示単位未満

を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
　

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．有価証券の評価基準および評価方法

(1) 子会社株式 　移動平均法による原価法によっております。

(2) その他有価証券 　

　 　時価のあるもの 　事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。

　 　時価のないもの 　移動平均法による原価法によっております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　　    （リース資産を除く）　

　定率法によっております。

(2) 無形固定資産

　　    （リース資産を除く）　

　定額法によっております。

(3) リース資産 　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平

成21年２月28日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

３．引当金の計上基準

（1）賞与引当金 　従業員に対する賞与支給のため、支給見込額基準による算出額を計上しており

ます。

(2) 役員賞与引当金   役員に対する賞与支給のため、支給見込額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

（前払年金費用）

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき計上しております。当事業年度末については、年金資産

見込額が退職給付債務見込額に未認識数理計算上の差異を加減した額を超過して

いるため、超過額を前払年金費用に計上しております。

　なお、数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定額法により、翌事業年度から償却処理をする

こととしております。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理方法　

　税抜方式を採用しております。

(2) 連結納税制度の適用

当事業年度より、当社は連結納税制度を適用しております。　

　

会計方針の変更に関する注記

（減価償却方法の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これによる損益への影響は軽微であります。
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追加情報

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）および「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 561百万円

２．偶発債務

債務保証は次のとおりであります。

(1) 関係会社である株式会社セブン・カードサービスの借入金に対するもの 6,000百万円

(2) 関係会社である株式会社セブン・カードサービスが資金決済に関する法律により保証してい

る電子マネーに対するもの
8,349百万円

３．関係会社に対する金銭債権または金銭債務（区分掲記されたものを除く）

（1）短期金銭債権

（2）短期金銭債務

（3）長期金銭債務

31,534百万円

5,814百万円

2,858百万円

　

損益計算書に関する注記

関係会社との取引に係るもの

（1）営業取引高　

　　　 営業収益

　　　 販売費及び一般管理費

（2）営業取引以外の取引高

 

89,381百万円

515百万円

3,284百万円

　

株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の数 普通株式 2,884,828株
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税効果会計に関する注記

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 88百万円

 未払事業税・事業所税 51百万円

 新株予約権 444百万円

 繰越欠損金 2,441百万円

 関係会社株式評価損 25,487百万円

 その他 59百万円

 繰延税金資産小計 28,573百万円

 評価性引当額 △28,439百万円

 繰延税金資産合計 133百万円

繰延税金負債　

前払年金費用 △142百万円

 その他有価証券評価差額金 △1,283百万円

 繰延税金負債合計 △1,426百万円

 繰延税金資産の純額 △1,292百万円

　



2013/04/18 22:18:37 ／ 13915324_株式会社セブン＆アイ・ホールディングス_招集通知

個別注記表

－ 16 －

リースにより使用する固定資産に関する注記

１．リース取引開始日が平成21年２月28日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引（通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっているもの）

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および事業年度末残高相当額

　
取得価額相当額
（百万円）

減価償却累計額相当額
（百万円）

事業年度末残高相当額
（百万円）

器 具 備 品 0 0 0

ソ フ ト ウ ェ ア 2,584 2,500 83

 合   計 2,584 2,500 83

(2) 未経過リース料事業年度末残高相当額

 １年内 87百万円

 １年超 0百万円

  合計 87百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額

 支払リース料 715百万円

 減価償却費相当額 683百万円

 支払利息相当額 7百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各事業年度への配分方法につい

ては、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

 １年内 630百万円

 １年超 106百万円

  合計 736百万円
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関連当事者との取引に関する注記

子会社および関連会社等 　

種類 会社等の名称
議決権等の
所有(被所有)
割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科　目 期末残高
（百万円）

子会社

株式会社セブン＆ア

イ・フィナンシャル

センター

所有

直接 100

資金の援助

役員の兼任

資金の預入

預け金利息

資金の借入

借入金利息

1,412,054

1,508

1,378,000

1,746

預け金

長期預け金

その他の流動

資産

短期借入金

未払費用

1,739

110,000

238

270,000

4

子会社
株式会社イトーヨー

カ堂

所有

直接 100
役員の兼任

業務の受託

連結納税に伴

う支払予定額

事務所の転貸

1,129

3,996

780

未収入金

未払金

前受金

144

3,787

67

子会社
株式会社セブン-イレ

ブン・ジャパン

所有

直接 100
役員の兼任

経営管理

業務の受託

連結納税に伴

う受取予定額

事務所の転貸

2,374

1,337

51,995

852

未収入金

前受金

27,196

73

子会社
株式会社セブン・カ

ードサービス

所有

間接 95.5

債務保証

役員の兼任

銀行借入に対

する債務保証

前払式支払手

段に対する債

務保証

6,000

8,349

　－

　－

－

－

（注）１．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

　２．取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。

　

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額

２．１株当たり当期純利益

1,597円67銭

90円49銭

　

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

　　

その他の注記

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表に記載の金額等は、表示単位未満を切り捨てて

表示しております。




